【様式２】
「精神障がい者等向け訓練実施支援事業」
実践能力習得訓練コース委託先機関開拓等業務
企　画　提　案　書
令和　　年　　月　　日
（提案者） 所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式２―１）
事　業　所　概　要
令和　　年　　月　　日現在　　
	名称及び商号
	

	所　在　地
	本社等
	

	
	本業務を委託する支社等
	

	創業年・開設年
	

	資本金（基本金）等
	

	前年度収益
	百万円

	職　員　数


	常　勤
	名

	
	非常勤
	名

	
	計
	名

	事業所内の就労支援担当者数及び

責任者名

	就労支援担当者数
	名

	
	責任者名
	

	
	※障がい者に関わる業務経験年数・資格等
	

	業　務　内　容
	（定款等に定める業務内容のうち、本業務に関係する業務内容を具体的に記載してください。）

	本業務実施に当たっての管轄地域（希望するいずれかの地域を○で囲んでください）
	会津
	中通り
	浜通り


（様式２－２）
本　業　務　に　関　す　る　実　施　体　制
	【本業務に関する実施体制】
（本業務に関する実施体制及び進行管理の方法等を具体的に記入してください。）




· (様式２－２)：本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。複数ページにわたる場合は､２ページを限度とします。
（様式２－３）
業　務　実　施　方　法　及　び　計　画　に　つ　い　て
	（効果的に業務を推進するための方法や計画を具体的に記載してください。）

	１　訓練受託企業の開拓及びカリキュラム（訓練時間や内容等）のコーディネート

※　職場実習等を行っている場合は、令和６年度の実績（職場実習等のための年間企業訪問数、コーディネート数、企業開拓に効果があった工夫した点等）を記載したうえ、実績をふまえた改善点等を含めて具体的な計画を記載してください。
【R6実績(R6.4.1～R7.1月末)】企業訪問○回　　コーディネート件数　○件

【R7年間目標値】企業訪問　○回以上　　コーディネート件数　○件以上

	２　関係機関との連携と精神障がい者等就職希望ニーズ把握
（１）就労支援機関、福祉施設、特別支援学校等の精神障がい者等就職希望ニーズ把握
※　障がい者からの就職相談や、上記機関から就職支援の相談を受けた実績がある場合は、令和
　６年度の相談件数等も併せて記載し、令和７年度の計画を提案してください。また、公共職業
　安定所等から就職を希望する障がい者の情報提供等を受けている場合は、その具体的な方法や
　回数を記載するとともに、改善点等を含めて記載してください。
（２）企業の精神障がい者等雇用状況や、雇用見込み及び求められる技能レベルの把握
※　相談業務等で把握している雇用状況の現状や、企業が求める技能レベル等をふまえ、本事業
実施にあたっての課題や改善方策を含めて記載してください。
【R6実績(R6.4.1～R7.1月末)】相談件数○回（※可能な範囲で、関係機関種別の内訳も記載。）
【R7年間目標値】　就労支援機関・福祉施設・特別支援学校等訪問　○回以上
　　　　　　　　　 公共職業安定所との連携　○回以上　

	３　障がい者委託訓練制度の周知やマッチング支援及び対象者の誘導
（１）企業等への訪問や説明会の開催、障がい者委託訓練制度の周知について
※独自提案を含め、会議名や回数等を具体的に明記してください。
※令和６年度に事業を実施している場合は、その実績と反省点も含めて記載してください。

【R6実績(R6.4.1～R7.1月末)】
【R7年間目標値】
（説明会を開催する場合）○月まで　○回　参加事業所数○事業所以上
（市町村の就労部会等での周知））○月まで　○○就労部会　会員○名

　

（２）計画した委託訓練のマッチングのための工夫等
※　職場実習等マッチングした過去の好事例があればその内容を、反省点や課題があった場合は、それをふまえての工夫や改善策を記載してください。


	４　コーディネートした委託訓練の進捗状況の把握及びアドバイス
※　過去の職場実習等で効果的だったアドバイス（支援）や工夫している点等を、具体的に記載してください。また、反省点やより効果的な改善策等があれば併せて記載してください。

	５　その他
※　各種関係機関（テクノアカデミー含む）との連絡調整及び情報収集を行うための工夫等を記載してください。


· (様式２－３)：本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。複数ページにわたる場合は､４ページを限度とします。
· 採用された場合、契約の仕様書に盛り込みますので、具体的な実施方法を記載してください。
（様式２－４）
　　　令和　　年　　月　　日
費　用　見　積　書
所 在 地
事業所名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　印
　見積金額　￥　　　　　　　　　円（消費税込み）　
ただし、
令和７年度実践能力習得訓練コース委託先機関開拓等業務受託費として

	項　　　目
	金　　額　（円）
	積　算　内　訳

	人　件　費【A】

	
	

	諸　経　費【B】 

	
	

	消　費　税【C】

	
	

	合　　　計
（A＋B＋C）

	
	


　※「消費税【C】」欄は、「（A+B）×0.1」により算出すること（円未満切り捨て）。
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